
 

【研究論文】 

環境情報開示と社会的評価 
－定量的な環境会計研究の展開－ 

 

大 西   靖 
野 田 昭 宏 

 
 

論文要旨 
 

 環境情報開示を説明するための論拠として，環境会計の領域では正統性や評判に関心

が向けられてきた。しかしながら，正統性や評判は多様な解釈が可能であるため，これ

までに蓄積された研究がどのようなものであるのかについては必ずしも明確ではない。

そこで，本稿では定量的な環境情報開示研究の展開を明らかにするとともに，特に環境

情報開示と社会的評価との関係に注目して，将来に向けての課題と展望を示すことを目

的とする。 

 

 

１ はじめに 
 

環境情報開示と企業を取り巻く社会との関係については，Guthrie and Parker（1989）や

Deegan and Gordon（1996）をはじめ，継続的に研究が行われてきた1）。特に正統性理論やス

テイクホルダー理論などを含む政治経済理論 2）は，上記の研究をはじめとして，環境情報開示を
説明するための主要な論拠のひとつとして位置づけられてきた（Gray et al., 1996）。また，近

年では評判（reputation）という観点から環境情報開示の説明を試みた研究も実施されている（た

とえば Cho et al., 2012a）。 
正統性や評判に関わる重要な課題のひとつは，組織論でDeephouse and Suchman（2008）

が議論を展開しているとおり，企業の正統性の有無や評判の程度について組織を取り巻く社会が

どのように評価するかという，組織の社会的評価に関わる問題であると考えられる。ところが，

正統性は多様な解釈が可能であると指摘されており（Suchman, 1995），これは評判についても

同様である（Lange et al., 2010）。 

しかも，環境情報開示における正統性理論の適用可能性に関する議論（Clarkson, et al., 2008; 

キーワード： 環境情報開示（environmental disclosure），正統性（legitimacy），社会的評価（social 
evaluation） 
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Cho et al., 2012b）は収束していないため，環境情報開示の領域における研究の展開は，必ずし

も明らかになっているとはいえない状況である。また，日本における環境情報開示の研究におい

ても，少数を除いて正統性あるいは評判に関する詳細な検討は行われていない3）。 

そうであれば，環境情報開示に関連した研究が，社会的評価という問題をどのように位置づけ

ているか，そして，どのような発見事項を蓄積してきているのかという問題は，環境情報開示の

研究において重要な意味を持つことになる。この問題の全体に答えることは容易ではないが，少

なくとも定量的研究については，定義した概念に基づいて変数の操作化および測定を行っている

ことから，着手する余地が比較的大きいと考えられる。 

そこで，本稿では次の2点を明らかにすることを目的とする。第 1 に，2002年から2012年ま

での環境情報開示に関する定量的な研究が，どのように展開されているかを明らかにする。第2

に，正統性や評判を社会的評価という観点から分析する4）ことを通じて，環境情報開示と企業の

社会的評価との関係において，従来の研究で明らかになった点と今後の課題を示す。 

本稿の構成として，まず第2節では，環境情報開示の領域で特に関心を集めてきた，正統性理

論における理論的枠組を中心に検討する。第3節では，環境情報開示に関連する定量的な研究の

展開を明らかにする。さらに，第4節では環境情報開示と社会的評価の関係について検討を行い，

第5節で結論を述べる。 

 

 

２ 正統性理論にもとづく環境情報開示の分析視角 
 

正統性理論については，Gray et al.（1996）が説明するとおり，組織が存続するためには組織

自身が社会の価値システムと合致して活動していることを示す必要があるという仮説が設定さ

れた理論と考えられる5）。正統性理論の特徴のひとつは，情報開示の論拠として，組織論におけ

る組織の正統性という概念を援用していることである（たとえば Deegan, 2007）。 

組織の正統性について，Dowling and Pfeffer（1975, p. 122）は「組織の活動が関連および

意味する社会的価値と，組織がその一部を構成する大きな社会システムにおける受容可能な行動

規範との整合性」であると定義している。また，Suchman（1995, p. 574）は「規範・価値・

信念および定義からなる社会的に構築されたシステムの範囲内において，組織実体の活動が望まし

く，妥当，あるいは適切であるという，一般化された認識および仮定」という定義を示している6）。 

このように，組織の正統性という概念は，当該組織の活動と社会的価値・規範との整合性に関

して，何らかの意味における社会的評価が行われることを前提としている。そこで，社会におけ

る正統性の喪失が組織の存続に影響するため，組織は正統化のための方策を実施する必要がある

という仮説（Dowling and Pfeffer, 1975）が，正統性理論において援用されている（たとえば

Deegan, 2007）。 
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ただし，組織が正統性を喪失する原因は必ずしも環境問題だけではなく，しかもSuchman

（1995）の正統性の類型および正統化戦略が示すとおり，情報開示による説明は正統化のための

方法のひとつであって，必ずしも情報開示だけが正統化の全てではない。そこで環境会計の領域

では，環境情報開示を正統化と結びつけるための論拠として，企業の正統性における危機の例と

して環境汚染を提示ながら情報開示を含む正統化のための方策を提示したLindblom（1993）が

援用されることが多い。 

Lindblom（1993）による正統化の方策は，（1）社会的規範へ適合するための企業の活動およ

び成果の改善，（2）企業の成果に関する公衆の認識の操作，（3）企業活動に関する公衆の認識の

操作，および（4）企業への期待水準に関する公衆の認識の操作として要約できる。ここで示さ

れたLindblom（1993）の方策において，企業による実際の行動の変化は（1）の方策に限定さ

れる。他方で（2）から（4）までの方策は，企業の行動自体には変化がなく，情報開示を通じて

正統性に関わる評価の変更を意図しているといえる。 

このように考えると，正統性理論に基づいて環境情報開示の説明を試みる際には，社会が企業

の正統性をどのように評価するかが重要な論点として提示される。Suchman（1995）が正統性

に関する定義の困難さを指摘するとおり，企業の正統性を測定することは容易でないが，組織論

の領域ではメディアの論調を利用したDeephouse and Carter（2005）を挙げることができる。 

さらに，近年の組織論では，企業に対する評価の指標として評判概念が多くの研究で利用され

る（Lange et al., 2010; 櫻井, 2011）。環境情報開示と評判の関係についてはCho et al.（2012a）

などで検討されるとともに，正統性と評判の関係についてはDeephouse and Suchman（2008）

が組織に対する社会的評価指標としての異同について検討を行っている。 

 

 

３ 環境情報開示に関する定量的研究の展開 
 

本節では，環境情報開示について特に集中的な議論が行われているAccounting, Organizations 

and Society（AOS）誌およびAccounting, Auditing and Accountability Journal（AAAJ）誌

を対象として，2002年から2012年までの環境情報開示に関連する定量的な論文の展開を明らか

にする。2002年は，AAAJ 誌において環境情報開示と正統化に関する特集が組まれてDeegan et 

al.（2002）およびMilne and Patten（2002）等が掲載されていることから，環境情報開示の研

究における節目のひとつといえる。 

Deegan et al.（2002）は，BHP社という単一企業の経年のデータをもとにして，情報開示と

メディア報道のそれぞれに対する論調と開示量の相関について分析を行い，メディア報道量と情報

開示量，およびメディアの論調と情報開示表現の楽観性の程度に関連があることを指摘している。

また，Milne and Patten（2002）は，環境問題と投資行動の関係についての実験を試みている。 
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同年に発行されたPatten（2002）では，環境情報開示量と環境パフォーマンスの関係について

重回帰分析を用いて検証を行い，環境負荷産業以外の企業では，環境負荷が高い場合に情報開示

量が多いという結論を得ている。さらにFreedman and Stagliano（2002）では，スーパーファ

ンド法の潜在的責任当事者（PRP）であるか否かによって，新規株式公開時に情報開示量に差が

存在するかについて調査を行ったが，有意な差を見つけることができなかったと結論づけている。 

その後，Al-Tuwaijri et al.（2004）は，構造方程式モデルを利用して，経済パフォーマンス，

環境パフォーマンス，および環境情報開示という3つの変数の間に正の有意な関係があることを

検証するとともに，メディア報道量が環境パフォーマンスに有意に関連していることを明らかに

した。Al-Tuwaijri et al.（2004）の結果は，正統性理論の仮説とは大きく異なり，高い環境パフ

ォーマンスが情報開示量の高さと正の関係があるというものであった。そのため，Al-Tuwaijri et 

al.（2004）はその後の環境情報開示研究をめぐる論点のひとつとなっている。他方で，Patten

（2005）は資本支出総額と環境資本支出額のそれぞれ見積額と実際額の差額（予測誤差）をもと

に平均値の差の検定を行い，正統性理論を支持している。 

調査対象の産業を限定した研究について，Mobus（2005）は原油精製企業の管理命令および

違反通告の数が，年次報告書の強制的な環境情報開示に有意な関連を持つことを明らかにしてい

る。また，Magness（2006）は鉱業に属する企業を対象として，年次報告書における裁量的な

情報開示がプレスリリースの発行数および 1 年後の外部資金調達との関連があることを示して

いる。さらに，産業横断的な株式リターンとCSR情報開示の関係についてMurray et al.（2006）

が調査を行っているが，有意な結果を得ることはできていない。 

その後，Cho and Patten（2007）は，環境負荷の低い産業では環境パフォーマンスの低い企

業について非財務情報の開示が増加するとともに，環境負荷の高い産業では環境パフォーマンス

の高い企業について財務情報の開示が増加することを示して，正統性理論を支持している。この

ような研究に対して，Clarkson et al.（2008）は多変量解析を用いて環境パフォーマンスと環境

報告書の情報開示量との間で正の関係を持つという結果を得ており，経済学ベースの自発的情報

開示理論（volunteer disclosure theory）を支持している。それと同時に，Clarkson et al.（2008）

は情報開示の項目を検証可能な「ハード」情報と検証の困難な「ソフト」情報に分類して，全体

に占めるソフト情報の比率は，前年のメディアの論調が非好意的になるにつれて増加することを

示して正統性理論を支持している。 

環境情報開示とメディア報道の関係について，Aerts and Cormier（2009）は構造方程式を利

用して，企業の年次報告書とプレスリリースによる環境コミュニケーションが，メディア報道の

論調による正統性の増加と関連があると主張した。さらに，情報開示の量ではなく表現内容につ

いて検証したCho et al.（2010）は，環境パフォーマンスの低い企業では環境情報開示の表現に

おいて楽観性と確実性が増加することを内容分析のソフトウエアを利用して明らかにしている。

その他の研究として，Orji（2010）は情報開示と国別の文化的要因の関係について検証を行うと
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ともに，Eligido-Ten et al.（2010）は，環境情報開示についてステイクホルダー理論をもとに実

験的手法を試みている。 

Cho et al.（2012a）では，パス解析をもとにして低環境パフォーマンスの企業が環境に関す

る高い評判を得ていると指摘しており，その原因として，低環境パフォーマンスの企業は持続可

能性情報開示のスコアが高く，情報開示に基づく正統化が環境に関する評判の高さに関連してい

ると主張している。また，Cho et al.（2012b）は，年次報告書で開示された環境資本支出額を

対象として，環境パフォーマンスが低い企業は，金額的重要性が低くても環境資本支出額を開示

する傾向があるという結果を得ている。 

カーボン情報に対象を限定した研究として，Hrasky（2012）はカーボン情報の開示内容を象

徴的開示，行動的開示，およびその他に分けた上で，カーボン集約型産業と非カーボン集約型産

業に分けて，平均値の差の検定を行っている。その結果，非カーボン集約型産業では，象徴的開

示が多い一方で，カーボン集約型産業では行動的（実質的）な情報開示が多いことを明らかにし

ている。 

ここまで示したとおり，環境情報開示に関連する研究の内容は多岐にわたっており，現時点に

おいて発見事項にもとづく主張も多岐にわたっている。そこで，次節では上記の研究における環

境情報開示と企業の社会的評価との関係を特に注目して検討を行う。 

 

 

４ 環境情報開示研究における社会的評価 
 

4.1 環境情報開示をめぐる枠組み 

第2節で議論を行ったとおり，正統性理論では，企業の活動成果に起因する正統性の喪失の回

避，すなわち正統化の手段として情報開示が実施されることが想定されている。しかしながら，

第3節で示された通り，必ずしも全ての研究で企業の正統性に関わる社会的評価が直接的に測定

されているわけではない。この場合には，企業の社会的評価が環境情報開示の研究枠組みにおい

て，どのように位置づけられているかが問題となる。 

そこで，議論の出発点として，第3節で取り上げた研究について，正統性および評判に関する

社会的評価を測定した研究と，これらの社会的評価を測定していない研究に分類を行う。そのこ

とによって，それぞれの研究が環境情報開示をどのように説明しようとしているかを検討する。 

 まず，正統性や評判に関する社会的評価を直接的に測定している研究については，メディア報

道の論調を測定した研究（Deegan et al., 2002; Clarkson et al., 2008; Aerts and Cormier, 

2009; Cho et al., 2012a）を挙げることが可能である7）。また，Cho et al.（2012a）では，企業

に対するランキングが評判の代理変数として利用されている。 

ただし，これらの研究の中で，環境情報開示と社会的評価の関係についての発見事項を提示し
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た研究は，Aerts and Cormier（2009）およびDeegan et al.（2002）にとどまっている。Aerts 

and Cormier（2009）では，環境情報開示の説明として環境正統性（環境問題に関するメディア

の論調）を提示するとともに，環境正統性の説明として環境パフォーマンスを提示している。ま

た，Deegan et al.（2002）は，環境情報開示とメディアの論調との関係について検証を試みて

いる。それ以外のClarkson et al.（2008）では有意な結果を得ておらず，Cho et al.（2012a）

で測定された評判としての企業ランキングは，情報開示の説明要因ではなく情報開示の成果とし

て位置づけられている。 

他方で，正統性または評判に関する社会的評価の直接的な測定を行っていない研究が複数存在

する。これらの研究の多くは，たとえばAl-Tuwaijri et al.（2004），Patten（2005），Cho and Patten

（2007），Cho et al.（2010）およびCho et al.（2012b）に見られるように，環境パフォーマン

スと環境情報開示の関係について検証を試みている。この場合には，環境パフォーマンスが企業

の社会的評価を代表することを前提としていると考えられる。 

ところが，これらの研究の中には，環境パフォーマンスの低下ではなく，環境パフォーマンス

の増加によって環境情報開示量の多さを説明する研究もある。たとえば，Al-Tuwaijri et al.

（2004）は構造方程式を利用して環境パフォーマンス，環境情報開示，および経済的パフォーマ

ンスの間の関係について正の結果を得ている。また，Clarkson et al.（2008）は，重回帰分析を

利用して高い環境パフォーマンスと情報開示水準の関係について正の有意な結果を得ており，全

体としては自発的情報開示理論を支持している。しかも，Clarkson et al.（2008）では，情報開

示の性質によっては正統性理論が部分的に支持されることを示している。 

ここで示したような正統性理論と自発的情報開示理論の対立が示すことは，環境情報開示の要

因に関する説明を行うためには，環境パフォーマンスとの直接的な関係を検討するだけでは十分

とは言い切れないということである。特に，特定の環境情報開示を促進するような社会的な要因

については，さらに検討する余地があると考えられる。 

そこで，環境パフォーマンスと環境情報開示の関係についての検討を深めるために，環境パフ

ォーマンスを環境情報開示の直接的な原因として解釈するのではなく，（1）環境パフォーマンス

が何らかの社会的評価の原因になるとともに，（2）社会的評価が環境情報開示の原因になるとい

う2つの関係を想定する。この場合には，下記の2点についてさらに詳細に検討することが可能で

あろう。第 1 は，企業活動と社会的評価の関係，すなわち，環境パフォーマンスは企業に対して，

どのような社会的評価をもたらすのかという問題である。第2は，社会的評価が企業に対してど

のような行動を喚起するのかという問題である。 

 

4.2 環境パフォーマンスと社会的評価 

 企業活動の結果としての環境パフォーマンスと，正統性を含む社会的評価との関係について，

定量的な環境情報開示研究で最初に注意が必要な事項は，何が環境パフォーマンスとして定義さ
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れているかという点である。たとえば，環境パフォーマンスの指標として二酸化炭素や有害廃棄

物の排出量を用いた研究がある一方で，Cho et al.（2012a），Cho et al.（2010）およびCho and 

Patten（2007）では，環境パフォーマンスとして第3者による環境問題に関する懸念格付指定

（concern ratings）が利用されている。 

このような格付は，環境に関連した成果のデータを基礎としながらもデータベースの提供主体

による判断が行われているため，メディアによる社会的評価のひとつと位置づけることも可能で

ある。また，Mobus（2005）では環境パフォーマンスとして政府による管理命令および違反通

告の件数を変数として採用しているが，これも社会的評価と解釈する余地が残されている。 

このような環境パフォーマンスと社会的評価に関わる混乱を整理するためには，企業活動の結

果を社会がどのように評価するのかという問題を検討することが必要と考えられる。この場合に

は，同じ環境パフォーマンスの低下についても，企業属性によって社会の受け止め方が変化する

可能性について，まず検討することができよう。具体的な例として，環境パフォーマンスが低い

企業であったとしても，業種によっては必ずしも環境情報開示を説明する要因にはならないこと

を，Cho and Patten（2007）は示している。 

 さらに，環境情報開示の研究結果が，環境パフォーマンスが良好な場合に積極的に環境情報を

開示すると主張する研究（たとえばClarkson et al., 2008）と，環境パフォーマンスに問題があ

る場合に積極的に環境情報を開示すると主張する研究（たとえばCho et al., 2012b）に分かれて

いることにも注意が必要である。もし，このような2つの解釈が存在するならば，これまで正統

性として表現されていた企業の社会的評価は，必ずしも 1 つの概念に還元することが可能である

とは言い切れない。 

換言すれば，良好な環境パフォーマンスである場合に積極的な情報開示を行う論拠となる社会

的評価と，低調な環境パフォーマンスである場合に積極的な情報開示を行う論拠としての社会的

評価は異なる可能性がある。この点については，次節でさらに検討を行う。 

 

4.3 社会的評価と環境情報開示 

正統性および評判といった社会的評価の内容が異なる場合には，それぞれの社会的評価を獲得

するために個別の方法が存在すると考えられる。この点は環境情報開示の領域では十分に検討さ

れていないが，組織論の議論を援用することが可能であろう。たとえば，Suchman（1995）は

多様な正統性の概念を実用的正統性，倫理的正統性，および認知的正統性という3つの観点に整

理するとともに，それぞれの観点に基づく正統性の獲得，維持，および回復のための方策を提示

している。 

Suchman（1995）の枠組みは，環境情報開示の研究でも援用されつつある。たとえば，Hrasky

（2012）はカーボンフットプリント情報の開示を対象として，実用的正統性および倫理的正統性

の観点から追求される情報開示の内容についての分析を試みている。また，定性的な事例研究で
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はあるが，O’Dwyer et al.（2011）は，持続可能性報告書の保証業務の正統化において，ステイ

クホルダーごとに追求すべき正統性および正統化戦略が異なることをSuchman（1995）の枠組

みを利用して明らかにしている。 

さらに，正統性と評判の関係について検討を行ったDeephouse and Suchman（2008）では，

正統性の獲得には均質化が指向されるとともに，評判の獲得には差別化が指向されるという仮説

を提示している。この場合には，正統性の獲得を目的とした情報開示戦略と評判の獲得を目的と

した情報開示戦略が異なる可能性も想定することが可能であろう。正統性と評判という社会的評

価の関係について，環境情報開示の領域ではBebbington et al.（2008）が定性的な観点から議

論を提起している。 

 

 

５ おわりに 
 

本稿では，環境情報開示と社会的評価に関連する理論的な分析を行うために，情報開示に関連

した定量的な環境会計研究の展開を明らかにするとともに，これらの研究における環境情報開示

と社会的評価との関係について理論的な分析を行った。本稿における結論は，下記の3点である。 

第 1 に，正統性理論では環境情報開示の論拠として正統性の維持または回復を前提としている

が，複数の研究で環境パフォーマンスと環境情報開示との直接的な関係についての検証が試みら

れるとともに，両者の関係についての発見事項が対立している。そのため，環境情報開示を説明

する場合には，正統性および評判に関する社会的評価という観点を媒介させて，環境パフォーマ

ンスと社会的評価，および社会的評価と環境情報開示の関係について検討する余地があると考え

られる。 

第2に，環境パフォーマンスと社会的評価との関係を分析する場合には，環境パフォーマンス

の数値が，企業の社会的評価に対してどのように影響するかを解釈することが問題となる。この

点については，業種などの企業属性を検討する必要があるとともに，環境パフォーマンスが，ど

のような社会的評価に影響を与えるかについても検討する余地がある。 

第3に，環境情報開示と社会的評価の関係を検討する場合には，企業がどのような社会的評価

の獲得を目的とするかによって，情報開示戦略，すなわち開示媒体や開示方法が多様である可能

性があることについて，今後の研究の可能性が残されている。 

以上のとおり，本稿では定量的な環境情報開示研究の展開を明らかにするとともに，環境パフ

ォーマンス，社会的評価，および環境情報開示という3つの概念の関係を分析することを通じて，

今後の研究に関する展望と課題を提示した。その一方で，本稿において検討した企業の社会的評

価についてはさらに分析視角の開発を行うことが必要とされる。この点については今後の課題と

したい。  

8

社会関連会計研究　第25号



注 
1） 日本でも國部他（2002; 2012）や朴（2002）は，環境情報開示の説明要因として，社会を構成するステ

イクホルダーの影響を実証している。また，石川・向山（2003）は，環境経営度ランキングというある種

の社会的評価が資本コストの低減にどの程度影響するかを明らかにしている。 

2） ステイクホルダー理論では，組織が利益を得るために，（社会全体ではなく）重要なステイクホルダーの

管理を行う必要があるという仮説が設定される（Gray et al., 1996）が，正統性理論との重複が多いこと

から完全に独立した理論とはいえないとも指摘される（Deegan, 2007）。また，政治経済理論（political 

economy theory）とは，Gray et al.（1996）によれば，社会と政治および経済は不可分であると仮定さ

れる理論の総称と考えられるが，その内容は多岐にわたっている。 

3） この点については，大西・野田（2012）も参照されたい。 

4） 社会的評価という観点からの正統性や評判の概念的な検討はDeephouse and Suchman（2008）に詳し

い。大西・野田（2012）も参照されたい。 

5） ただし，これらの仮説は管理的視点（managerial perspective）に基づいた場合である（Gray et al., 
1996）。組織の正統性に関する説明は，Suchman（1995）が指摘するとおり管理的視点と制度的視点では

大きく異なる。 

6） 正統性理論の概要についてはDeegan（2007）も参照されたい。 

7） メディア報道に関連した指標として，メディアの論調以外にも，メディアへの露出（報道量）を挙げるこ

ともできる（たとえばAl-Tuwaijri et al., 2004）。この点については，メディアの論調が好意的か否かによ

って組織の正統性に対する影響が異なることから，単純な報道量（たとえば年間の記事数）自体は，必ず

しも組織の社会的評価の良し悪しを意味しているとは限らない。他方で，メディアに対する露出の多さが

正統性に影響を及ぼす可能性もあることには，注意が必要であろう。 
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